
舗装長寿命化計画策定支援
～安全と安心を確保する
持続的な道路管理～

道路の不具合に関する住
民通報が多い

技術系職員の不足
道路パトロールも負担

管理している舗装の損
傷状況が把握できない

維持管理コストの削減
が課題

道路の老朽化が進み、住民
の安全性を守れるか不安

維持管理業務の契約の処
理が膨大

舗装は､重交通の多寡により劣化の進展に大きな差がある

とともに、走行速度に応じて求められるサービスレベル等

が異なることから、それらに応じた管理が必要である。そ

こで舗装長寿命化計画は、メンテナンスサイクルを確立し、

長寿命化・ＬＣＣ縮減を目指し策定する。

：修繕箇所

：健全箇所

舗装の診断結果

1. 計画的な維持管理を実践2.

3. 抜本的な舗装修繕の実施 本来、職員が担うべき業務に集中4.

 国からの補助には、交付金（社会資本整備総合交付金）及
び公適債（公共施設等適正管理推進事業債）があるが、そ
の申請に舗装長寿命化計画を活用することが可能となる。

 いつ何処を修繕するか、計画されているため、限られた予
算で効果的・効率的に修繕を実践することが可能となる。

 路面表面を直すだけでなく、路盤・路床から修繕すること
で、舗装構造の修繕を行い、舗装の長寿命化を図ることが
可能となる。

 職員の不足、住民対応に対して計画等を活用することで、
職員が担うべき仕事に集中し、教育訓練、技術伝承を図る
など選択と集中が可能となる。

補助金申請への活用

お問い合わせ

東京都渋谷区本町3-12-1 住友不動産西新宿ビル6号館

TEL 03-6311-6641 FAX 03-6311-6642

本社 東京都渋谷区本町3-12-1 住友不動産西新宿ビル6号館

TEL 03-6311-7551 FAX 03-6311-8011

このようなことでお悩みではありませんか

舗装長寿命化（維持管理）計画とは？

舗装長寿命化計画作成の主なメリット



①舗装状況の整理と課題抽出

②舗装維持管理の管理目標の設定

③道路分類と点検手法の検討

④管理指標・管理水準の検討

⑤5年間の短期修繕計画の策定

⑥長期の予算シミュレーション

⑦各年の修繕箇所更新計画の検討

⑧舗装長寿命化計画更新計画の検討

⑨職員への教育方法

主な検討内容 導入までの一般的な流れ

現状の舗装状況の整理・分析

職員教育

マネジメントサイクルの実践

ま
ず
は
こ
れ
ま
で
の
点
検
結
果
の
活
用

5年間の計画実施状況の振返り

初年度
長寿命化計
画策定

舗装維持管理に関する事例は、既に複数の事例があるものの、地域の特徴などを踏まえた点検手法や
住民対応についてデジタルトランスフォーメーションにより維持管理手法を変容する必要があります。

ご提案
既存の舗装の点検結果を基に、道路諸元情報や路線の重要度、予算状況を踏ま
えた舗装の長寿命化計画の作成をサポートします。

 点検結果を基に修繕の優先度を並び替えられさら

に具体的な工事単位（区間）を設定が可能です。

 予算に応じて工事区間の修繕年次を変えることで

修繕費用の算出が可能です。

◉インフラマネジメント支援システム（舗装版）

点検・修繕（補修）の実施・記録

各年の修繕箇所の計画更新

約２～５年
実践

5年
長寿命化
計画更新 舗装長寿命化計画の見直し

長寿命化計画の作成

項目（例）
・管理延長の推移
・事業費の推移
・管理道路の諸元整理
・路面性状調査結果整理
・管理基準、管理水準の検討
・優先順位の検討
・事業費用のシミュレーション、
平準化の検討

・年度別修繕箇所図の作成

道路諸元 予算

路線重要度

既存の結果を
有効活用

ストック
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個別施設計画
（舗装の長寿命化計画） 公共施設等総合管理計画

個
別
施
設
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画
（（道
路
）

公共施設等適正管理
推進事業債の活用
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作成をサポート

事業債の活用には個別施
設計画（長寿命化計画）が
必要

工
事
費

年次

計画による
費用の調整

 クラウドを利用し、携帯端末と

事務所PCを連携し、情報の確

認、登録、更新などがリアルタ

イムで行えます。

 住民要望の対応記録、道路パ

トロールの記録、災害時緊急

点検の記録などを活用した舗

装の長寿命化計画の作成にも

活用ができます。

◉巡回点検支援・住民通報管理システム

記録

点検

通報

診断

措置

SOCOCA

メンテナンスサイクルの実践

クラウド

点検補助システム
（SOCOCA）

舗装長寿命化計画策定をご支援します


